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国 外 財 産 調 書 制 度 とは？ 

 

平成２６年１月より、国外財産調書制度が導入されています。平成２５年１２月３１日現在の国外財産調書に記載

の失念がある場合または提出を失念している場合には、早期に瑕疵を修正することが望まれます。国外財産調書

に記載すべき国外財産に関して所得税・相続税の申告漏れが生じたとき、国外財産調書に記載があれば過少申

告加算税等が５％軽減され、逆に記載がない場合には過少申告加算税等が５％加重されます。 

 

国外財産調書の提出義務者 

居住者＊（非永住者＊＊を除く）で、その年の１２月３１日において、その価額が５千万円を超える国外財産を有す

る個人は、その財産の種類、数量及び価額その他必要な事項を記載した国外財産調書を、その年の翌年の３月１

５日までに提出しなければなりません。 

 

国外財産とは？ 

国外財産とは、国外にある財産をいい、「国外にある」かどうかの判定は、財産の種類ごとに行うこととされ、その財

産の所在、その財産の受入れをした営業所又は事業所の所在などによることになっています。国内金融機関の口

座で管理されている外国有価証券は国外財産調書の対象外となります。同様に、外国銀行の在日支店を含め、

国内の支店に開設した口座に預け入れている外貨預金は国外財産調書の対象外となります。 

 

国外財産の価額 

国外財産の価額は、その年の１２月３１日における時価又は時価に準ずるものとしての見積価額によることになって

います。また、邦貨換算は、同日における外国為替の売買相場(対顧客直物電信買相場又はこれに準ずる相場)

によることとされています。 

 

「財産及び債務の明細書」との関係 

確定申告書の提出の際に「財産及び債務の明細書」の提出が必要な方で、国外財産調書の提出が必要な方は、

「財産及び債務の明細書」の備考欄に、「国外財産については、国外財産調書に記載のとおり。」と記載します。 

 

虚偽記載及び不提出に対する刑事罰 

平成２７年１月１日以後に提出すべき国外財産財調書について、①虚偽記載をして提出した場合又は②国外財

産調書を正当な理由なく提出期限内に提出しなかった場合には、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処さ

れます。なお、上記②の罪については、情状により処罰する必要がないと認められるときには、刑を免除することが

できることとされています。 

 

＊:「居住者」とは、国内に「住所」を有し、又は、現在まで引き続き 1 年以上「居所」を有する個人をいいます。「住所」は、個人

の生活の本拠をいい、生活の本拠かどうかは客観的事実によって判定することになります。「居所」は、その人の生活の本拠で

はないが、その人が現実に居住している場所とされています。 

＊＊:「非永住者」とは、日本の国籍を有しておらず、かつ、過去１０年以内において国内に住所又は居所を有していた期間が５

年以下である個人をいいます。 

 


